


























































































第七項 ベネッセの DNA と介護事業とのマッチング
第三節 東京海上 HD の事例考察

















に達し、その 10 年後の 2025 年には高齢人口はピーク（約 3500 万人）に達すると予想
されている。
こうした状況の中、我が国の介護保険制度は 2000 年からはじまり、厚生労働省によ















順位 ２０１１年度 売上 営業利益率 本体主力事業
1 ニチイ学館（介護事業） １３４３億円 7.3% 医療事務と介護
② ベネッセスタイルケア ６６５億円 7.0% 教育
3 メッセージグループ ６０５億円 15.2% 介護（祖業は病院）
4 ツクイ ４９３億円 7.0% 介護（祖業は建築）
⑤ セコム（医療・介護事業） ４２９億円 5.2% 警備
⑥ ワタミ（介護事業） ２８４億円 15.5% 外食
⑦ ユニマットそよ風 ２７５億円 5.6% 飲料サービス
8 セントケア ２５２億円 5.6% 介護
9 メディカル・ケア・サービス １４０億円 4.3% 介護






























































































































2011 年度の連結売上高 1402 億円、営業利益 78 億円、グループ社員数 5730 人である。
行っている事業は、外食、介護、宅食、農業、環境事業である。その中でも介護事業は、










ワタミは 2004 年 4月、大阪の医療法人の経営権を引き継ぐ形5で、訪問介護・看護
を中心とする「ワタミメディカルサービス株式会社」を設立。2005 年 3月に神奈川県
で有料老人ホームを運営していた「株式会社アールの介護」を買収してグループ会社と














は外食事業の営業利益を上回る状況となっている。運営施設数は 2013 年 4 月現在で 79
か所である（有料老人ホーム）。
図３：ワタミ介護事業の売上高及び営業利益推移
5 『週刊東洋経済』第 6302 号 2011.01.08 p94。
6 ワタミの介護株式会社 HP（http://www.watami.co.jp/medical/）
7 『日経情報ストラテジー』OCTOBER2007 p51。
8 『週刊東洋経済』第 6022 号 2006.5.27 p53。















































































































14 『週刊東洋経済』第 6022 号 2006.5.27 p53。
15 『日経ビジネス』2009 年 4 月 27 日号 p48

















2012 年度のグループ売上高は 4501 億円であり、営業利益は 381 億円である。５つ




































19 『日経ビジネス』2012.12.19 号 p117。






































































































































































る教育業界の対応は早かった。「受験・教育産業の対象となる 0～19 歳人口は、既に 80



































































































































































































































第三節 東京海上 HD の事例考察












































































































に進出し 1988 年に㈱サミュエルを設立、2000 年に老人福祉事業に参入し全国展開を
目指した。
しかし、思ったような展開ができず 2006 年に東京海上 HD の出資を受入れ、2008
年に東京海上 HD の完全子会社となり、創始者である碓田氏は辞任するに至った。
東京海上日動サミュエルの施設数は 2013 年 4 月現在 11 施設であり、入居金約 1000
万円～9000 万円の高級有料老人ホームである。2008 年の東京海上 HD の完全子会社化
以降、新規の施設は増設しておらず、2009 年 6 月に 1 施設（ヒルデモアふるさと村（青
葉区））を閉鎖している。帝国データバンクの資料によると、2008 年度は売上高約 32
億円に対して、当期損失▲91 億円を計上しており、債務超過を避けるために東京海上
HD より約 200 億円の増資が行われている。その後も大幅な赤字であったが、2013 年
度には、「黒字転換する見込み」45という。
しかし、2008 年度から累計で約 200 億円の損失を計上しており、直近の売上高も約
40 億程度であることから、今までの投資金額を回収するのはほぼ不可能であるという
ことが推察される。
両社合わせても、東京海上 HD の介護事業の売上高は約 70 億円であり、HD 全体の
売上高 3 兆 8577 億円と比べるとあまりにも微小な数字である。介護事業への参入時期
が早かったにも関わらず、両社とも売上が伸び悩んでおり、東京海上日動サミュエルの
巨額損失、東京海上日動ベターライフサービスが当初 2005 年度末までに 100 ヶ所の拠
点を目指し46、売上も 2006 年度に 50 億円以上を目標47としていたが、2013 年 3 月現




44 東京海上 HD 古市マネジャーへのインタビーによる。
45東京海上 HD 古市マネジャーへのインタビーによる。













































































































































３社の顧客ターゲットを比較してみると、ワタミは 300 万円～1300 万円の入居金で
月額約 20 万程度であり、中流層のみをターゲットにしている。ベネッセは、六つのブ






ランドを展開し、スタンダードなタイプは入居金が 300 万円から 1000 万円であり、月
額利用料料金が約 20 万程度。その他に高級ブランドのアリア入居金約 3000 万円、月
額利用料金約 30 万円のブランドがあり、施設サービスの最大手企業としてフルライン






































































































































国は 2030 年～2040 年頃に高齢社会（高齢者比率 14％以上）に突入することが予想さ
れている。
当然そこには介護ビジネスのチャンスが生まれるわけであるが、日本の介護事業に成
34
功した企業の手法は通用するだろうか？換言すれば、課題先進国と言われる日本の課題
解決手法は輸出することできるのだろうか？
まず考えられるのは、在宅サービスの展開は難しいということだろう。個別の自宅で
機械や設備を入れるには社会の成熟性が必要で、かなり時間がかかることが予想される。
地場の人件費の安い企業の独壇場になるだろう。
施設サービスならある程度勝負できると思われるが、どのような手法が考えられるの
だろうか？まずは日本で蓄積した職員の動線などを最適化した効率的な施設を展開す
ることができるだろう。初期の頃は、現地の安い人件費を使い日本流の教育システムと
サービスマニュアルを取り入れ差別化することが可能であろう。現地の人件費が上昇し
ライバル事業者の出現に合わせて、日本で蓄積した機械化、システム化を導入していく
ことで競争力を発揮できることが考えられる。
気がかりなのは各国の公的保険制度の有無や導入である。アジア各国で介護保険が導
入されている国は日本と韓国のみである。各国は、日本の財政負担の重さに驚き、介護
保険制度の導入には慎重な姿勢を見せる公算が大きい。海外企業への規制がなければ、
十分勝算があると考えられる。
いずれにせよ、これまで人類が経験したことがない超高齢化社会になる日本の動向を
アジア各国はじめ世界中が注目している。その中で介護業界を制した企業は、アジアを
始め世界でその高齢化の課題を解決するビジネス展開ができる潜在能力を有している
と考えることができるだろう。
第三項 研究上の課題
今回の論文作成を振り返り、もしもう一度論文の作成を行うと仮定した場合、介護業
界参入企業の経営トップへのインタビュー、対象企業の現場視察、また研究対象企業を
もっと増やすことなどを行うべきであったと考えている。特にベネッセに関しては、さ
らなるインタビュー、フィールドワークを行い深堀りができたのではないかと反省して
いる。今後の課題としていきたい。
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